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2019年版 深センTOP500企業ランキングの分析
　2019年7月30日、「深セン企業家協会（深圳市企業家聯合会）」
がまとめた「2019年 深センTOP500企業ランキング」が発表された。
　1985年に設立された同協会は深セン最大規模の業界団体であ
り、「テンセント（Tencent）」「正威国際グループ（Amer Interna-
tional Group）」「招商銀行（China Merchants Bank）」「万科企
業（Vanke）」「恒大グループ（Evergrande Group）」等、5000社以
上の企業が加盟している。
　同リストでは、営業利益の順位に基づいて企業がランク付けされ
ている。ここで言う「企業」とは、深センで法人登録されて3年以上
が過ぎ、2018年の営業収入が3億元（4,539,942,300円）以上に達
している民間企業のことである。今回のリストには営業利益1000億
元（約1兆5000億円）以上が8社、500億元（約7500億円）以上が
22社、100億元（約1500億円）以上が89社含まれている。
　ランキングTOP3は「中国平安保険グループ（China Ping An 
Insurance（Group）Co.Ltd.）」「華為投資（Huawei Investment 
Holdings Co.,Ltd）」「正威国際グループ（AMER International 
Group）」となった。
　ランキングの第1位「中国平安保険グループ」は1988年に深セン
市蛇口で設立された。社員数わずか13名の小さな保険会社として
スタートしたこの企業は、これまでに金融・保険、銀行、投資、その他
の金融サービスをひとつに統合させ、多元かつ多様な統合金融サ
ービスグループに発展を遂げた。
　第2位は2003年に設立された「華為投資」。通信機器大手「華
為技術（Huawei）」の親会社で、主にハイテク製品の研究、開発、
販売、サービス等に従事する合資会社だ。
　第3位「正威国際グループ」は、金属新素材と非金属新素材の
産業チェーンを中心とするハイテク産業グループだ。

深 圳 レ ポ ー ト

2019年版 深圳TOP 500企業ランキング
　深圳発展の原動力――民営経済（プライベート・エコノミー）

１



２

▲出典：深セン企業家協会



3▲出典：深セン企業家協会



深センの民間企業、現状と分析
　深セン市は1980年の誕生以来、中国におけるイノベーションと密
接に関係してきた。そのため、大衆創業精神と大衆イノベーション文
化が浸透しており、中でも民間企業のイノベーションは深セン市の経
済発展の重要なエンジンとなっている。
　ローカル経済メディア「深セン特区報」の報道（2019年9月9日付）
によると、深セン市は中国の科学技術革新と民営経済の発展の重
要な基地として、近年はビジネス環境の継続的最適化、企業の活
力と創造性刺激を目的に「民営経済の拡大計画」を積極的に推し
進めており、同市の経済は急速かつ健全な発展を続けている。同
市では民間企業が全体の96％以上を占め、彼らの成長が深センの
発展を支えていると言えよう。
　深セン市の民間企業の数は、長年2桁以上の成長を続けている。
2019年5月までに市の民営経済に関わる事業主体は314万社に
達し、市の商業事業体の97.66％を占めている（その内民間企業は
195万社）。また、市内全企業の内、民間企業が96.29％を占めてい
る。
　深セン市の2019年第1四半期の地域別GDPは5734.03億元   

（約8兆7000億円）。この内、民営経済が2509.14億元（約3兆
8000億円）の付加価値を実現し、深センの同GDPの43.76％を占

めた。民営経済の付加価値は前年同期比9.4％増で、深セン市の
GDP成長率よりも高い数値となった。同四半期に深センの民間企
業は合計1151億元（約1兆7000億円）の税金を支払ったが、この
額は前年同期比7.6％増となり、深セン市の全企業が支払った税
金の内67.2％を占めている。
　深セン市には14,000社以上の国家レベルのハイテク企業が存
在している。市に認可された発明特許の73％、国家のハイテク企業
の80％、中国の著名商標の91％、国家の知的財産所有権優勢企
業の93％、広東省の有名ブランド製品の96％が民間企業のものだ。
　深セン市では民間企業がR＆D投資のメインプレイヤーとなり、R＆
D人材を惹きつけるとともに、主要な科学技術プロジェクトを実施し
ている。イノベーションによる変革転化率は全国をリードしており、イノ
ベーション主導型の開発が顕著である。
　例えば、2018年「華為投資」の研究開発費は1015億元（約1兆
5000億円）で世界5位（国内1位）であり、2018年末までに全世界
で累計87,805件の特許を取得している。また、2018年末までに深
センの創業板（深セン証券取引所の新興企業向け市場）に上場し
た205社の内、民間企業は189社で92.2％を占めた。
　2019年の「フォーチュン500」のリストに掲載されている深セン市
の企業7社の内、4社が民間企業だ（「華為投資」「テンセント」「正
威国際グループ」「恒大グループ」）。
　「華為投資」は2019年上半期に4013億元（約6兆円）の売上高
を達成。2019年には1200億元（約1兆8000億円）の研究開発費
を投資する計画だ。自社開発の「鴻蒙（Hongmeng）システム」「キリ
ンAIチップ」等のコア技術を有し、世界の通信業界をリードしている。

深セン市政府の民営企業に対する支援対策
　「華為投資会社」「テンセント」等の企業はなぜ深センで誕生した
のか?これは改革・開放に対する深セン市の取り組みの結果であり、
深セン市政府が制度上の革新を絶えず行い、民間企業の発展の
ために良好なビジネス環境を整えてきた結果でもある。
  2010年10月、深セン市は「深圳経済特区促進中小企業発展条
例」を公布・実施し、法律面で民間企業を主とする中小企業の発
展に保障を提供した。また、その後数年の内に、制度革新を伴う一
流のビジネス環境をつくり、民営経済を強化するための支援策がい
くつか導入されている。
　深セン市政府は2018年、新たな企業向け優遇政策を導入した。
年間を通じ、企業にかかる負担を1400億元（約2兆1000億円）以
上削減。競争力を強化するために製造業の高度化を支援し、産業
開発、投資、外国貿易、消費等の分野を拡大するための一連の措
置を導入した。これにより、複数のビジネス領域に跨るバランスの取
れた開発を促進している。
  こうした優遇政策の恩恵を受け、「深センTOP500企業ランキング」
内のすべての企業の2018年の総営業利益は7.25兆元（約109兆
円）、総純利益は7052億元（約10兆6700億円）、総資産規模は
30.4兆元（約460兆円）にまで拡大した。
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　ショッピングカートにデバイスが装着されており、ユーザーは商品の
バーコードをスキャンし買い物を続け、最後に紐付けした支払い方法
で決済するだけで買い物が完了する。
 これによりユーザーは「レジに並び会計をする」という行為が不要
になり、店舗側は「レジ要員」が不要になり、かつ売上データを入手
することができる。
 カートの特筆すべき性能としては、まず同社のコア技術でもあるイン
テリジェント視覚認識システム。1秒で商品の特徴を識別し、10万
SKUに対応。識別率は99.5%に達している。5時間の充電で16時
間の連続使用が可能で日本と同じように、縦位一列に収納した状
態で充電ができる。カートにはスマホの充電口があるのもユーザーに
は嬉しい心配り。
 スーパーなどでも導入されているセルフレジは面積が大きく、かつ導
入コストが高くなるのに対して、スマートカートは新たに場所を確保す
る必要もなく、導入コストも安価である。
 今後5年間で100万台のスマートショッピングカートを市場に投入す
ることを目標にしている。
サービス：上記カートの製造販売、売上管理システム、在庫管理シス
テムなど開発とソリューション提供。主要サービスは大型スーパーマー
ケット向けに「商品を選び→合計金額を算出→決済」ソリューション
一式を提供。
顧客：大型あるいは高級スーパーと広告主。

■業界ポジション：
精度99.5%以上、FOXCONN創業者も絶賛

実績:
・2016年、Pre-Aラウンドファイナンスの資金調達。同年末、 「西安
百福楽BEST-MART」と協業開始。
・2017年、「Wumart Group（華北中心に約800店展開）」と戦略
的協力関係を確立。1000以上のスマートショッピングカートが、

「Wumart Group」の北京連想橋店舗、金宝街店舗、沁山水店舗
で使用された。
・2018年1月、武漢の「好隣スーパー」「悦活里」と協業開始。スマー
トショッピングカート経由の一日平均決済額は40%を占め、決済コスト
を大幅に削減することに成功。
・同年3月、数千万元のシリーズAでの資金調達を達成。
・同年4月、高級スーパー「華潤ole」と協業開始。
・2019年、「Linkage Software CO.,LTD.」と協力して日本でいく
つかのシステム認証を取得。
・同年7月、シリーズA+の資金調達を達成。スケール拡大に向け準
備中。

　同社サービスにはSHARPを買収したFOXCONNの創始者郭
台銘氏も高く評価している。
　現在までのカートを完成させるまでに3年50回の試行錯誤を繰り
返した。

　ビジネスモデル：ユーザーの精密な購買データを収集し、顧客に提
供。店舗側のマーケティングと提供商品の選別などに貢献。
　一方デバイスには広告が表示されるようになっており、広告ビジネ
スも同時に展開できるモデルとなっている。
　現在ユーザー登録数2億人。

企 業 情 報

スマートショッピングカートの製造とソフト開発
社名  　西安超嗨網絡科技有限公司          英語名 　　Super High Co., Ltd.

代表者  　成坤       　　URL         http://www.superhii.com/

所在地  　西安市高新区沣恵南路 34 号摩爾中心 1幢 1単元 26008 号

売上 (RMB）  　N/A                 　　従業員（人）        36            創業年 　　　 2015.08.26

資本金 (RMB)    　357.995 万（5,400 万円）

サービス内容 　スマートショッピングカートの研究開発と販売、ソリューション提供

▲スマートショッピングカート

▲スマートショッピングシステム 5
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深圳市南山区軟件産業基地5E棟522号　518061
TEL:86-135-3089-3085
https://micsz.jp/

日本・中国専門の進出・撤退案件のエキスパート。
現在はクロスボーダーＭ＆Ａも手がけている。日
本人、中国人の気持ちを理解したコンサルティン
グに定評。中国事業再編・Ｍ＆Ａサービス担当。

唯来企業管理咨詢（深圳）有限公司
副総経理

姜 香花

　日本より「キャッシュレス化」が進んでいる中国では、テレビ業界
でも革命が起きている。
日本ではまだ地上波と衛星放送が主だと思うが、中国ではインター
ネット放送が普及していて、TVを無線WIFIに繋ぐだけで、テレビ放
送だけではなくドラマなど各種番組を視ることができる。
　家電メーカーが意図的に自社のショッピングモールをコンテンツ
の中に盛り込んでいることも特徴的だといえよう。
　この65インチテレビは「小米」という携帯電話からスタートし、現
在はスマート白物家電へも参入している総合家電メーカーである。
写真のようにテレビをつけるとメインメニューに「小米」オンラインス
トアがあり、「小米」ブランドの各種家電の紹介画面が現れる。
　QRコードで会員登録さえしておけば、モバイル決済で好きなとき
に「小米」製品を購入することができるわけだ。
　日本だと、たとえばTOSHIBAのテレビを買ったとしても、TOSHI-
BAの冷蔵庫の広告が買ったテレビの画面に流れてくることはない
であろう。特に広告に規制があるとは思わないが、こういうところにも
考え方の違いが見て取れるのではないだろうか。

　もう一つ面白いのは、有料コンテンツの購入方法だろう。日本で
BS、CSを視聴するための利用料金の支払方法は、クレジットカード
か口座振替だったと思うが、中国では直接画面のQRコードを読み
込みだけで完了する。1カ月視聴、3か月、1年、2年等に分けられて
いて、とても手軽である。なにより便利なのが、気が変わったときに
変更や解約手続きが簡単にできることだ。
　地方放送だけでも80局以上もあるテレビ業界において、有料コ
ンテンツの競争も当然激しい。気が短い中国人視聴者にとっては、
1か月単位で見極めることができ、迅速に支払まで完結できるキャッ
シュレス方式はむしろ向いているかも知れない。

コンサルタントEYE

「キャッシュレス時代の
中国テレビ業界」

( レポートは 2019 年 9月 27日現在の情報 )


